














































































































































税  目 構成比(％） 税  目 構成比(％） 
直接税 70.9 間接税等 29.1 
所得税 37.0  酒税 10.9  
法人税 11.2  砂糖消費税 0.1  
特別法人税 0.2  織物消費税 1.1  
地租 0.3  品物税 5.2  
相続税 1.7  遊興飲食税 5.7  
鉱業税 0.1  通行税 2.2  
営業税 1.2  入場税 2.9  
臨時利得税 19.0  関税 0.1  
家屋税 0.3  建築税 0.1  





国税の合計額（千円）  10,337,173（＝100.0％） 














































































                                                   
2 臨時利得税は1935 年3 月臨時利得税法（律第20 号）により創設され、1946 年 8 月




























                                                   
4 シャウプ税制に関する議論としては、石（2008）、Ishi(1989)、井上一郞編(1988)、シャ






































                                                   
2 臨時利得税は1935 年3 月臨時利得税法（律第20 号）により創設され、1946 年 8 月










































































































































































































































































































































































































































































































































膨らみである。1989 年に導入された消費税は、1997 年4 月（３％→５％）、


















                                                   
5 2019 年10 月より、日本の消費税率が10％に引き上げられたこともあり、日本の消費
税比重はさらに高まるであろう。 
6 OECD 収入統計における税と社会保障負担金は、所得課税（taxes on income, profits 
and capital gains）、社会保障寄与金（social security contribution）、資産課税（taxes on 


















  1990 2000 2010 2017 
所得課税 
日本 9.6  5.8  4.7  6.1  
OECD平均 9.0  9.2  7.9  8.4*  
資産課税 
日本 1.0  0.6  0.5  0.6  
OECD平均 0.7  0.7  0.5  0.6*  
消費課税 
日本 3.0  3.6  3.6  4.5  
OECD平均 9.0  10.1  9.7  10.0*  
注：* OECD平均の2017年の数値は、データが揃えていないため2016年の数値を用いた。 
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所得税額= a ＋ b(給与所得)                          （1） 
 







ln（源泉所得税収入）= a ＋ b1 ln（累進度尺度） + b2 ln（所得控除） 
+ b3 ln（給与所得）+ b4 ln（減税ダミー）  （3） 
 






ln（その他所得税収入）= a ＋ b1 ln（累進度尺度） + b2 ln（所得控除） 

















ln (消費税収)= a ＋ b1 ln(民間最終消費支出 + 住宅投資) 
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名目賃金成長率 所得税（源泉給与所得税） 個人住民税 (所得割) 
物価上昇率 たばこ税  
15歳以上 
人口成長率 
たばこ税、酒税 個人住民税 (均等割)、 
自動車税、事業所税、 
軽自動車税 
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2008 と 2009 年度の法人税収決算額のおよそ３分の２（2008 年 66.9％、
2009 年 65.9％）を占めている。それ程、1997 年と 2008 年のショックが
あった際には、法人税収の実際額（決算額）が当初予算額（税収推計値）
を大きく下回ったことを意味する。 
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表６ 「決算税収－ 当初予算税収」と前年度の国債発行額との関係  
「税収決算－ 当初予算」 係数 t-値 補正 R2 
国税合計 0.408*** 4.752 0.531 
所得税 0.119*** 3.666 0.396 
法人税 0.202*** 3.811 0.416 
消費税 0.035*** 4.551 0.509 
注：***は、p値<0.01を表す。「決算税収－ 当初予算税収」の単位は兆円。 
下記の資料に基づき筆者推計。下記の両方ともに2019年11月1日アクセス。 









































収のGDP（国内総生産: Gross Domestic Product）または、GNI（国民総
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表７ 各課税のGNI（国民総所得）に対する税収弾力性  
 税収弾力性 t値 補正R2 
国税合計 3.448*** 8.667 0.807 
所得税 3.106*** 4.300 0.507 
法人税 5.024*** 4.464 0.525 
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表７ 各課税のGNI（国民総所得）に対する税収弾力性  
 税収弾力性 t値 補正R2 
国税合計 3.448*** 8.667 0.807 
所得税 3.106*** 4.300 0.507 
法人税 5.024*** 4.464 0.525 
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業余剰(Operating surplus and mixed income)を、消費税の場合には家計の









 税率弾力性 課税ベース弾力性 
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